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　近年の技術革新は、情報技術の飛躍的な発展が基盤と
なって進んでいます。1970 年代に LSI が開発され、80
年代はパソコン、90 年代はインターネット、2000 年代
にはネット高速化で様々なネットビジネスが創出されま
した。まさに 10 年周期でイノベーションが出現してい
ます。そして今年は 2010 年代の丁度半ば、周期で見れ
ばまさに次のイノベーションが出現する時期に当たりま
す。　
　実際、変革を予感させる色々な動きがあります。例えば、
インターネットがあらゆるものに接続される IoT、ビッ
グデータや人工知能の実用化等は、製造業の在り方や技
術開発の手法、人間の社会生活さえも大きく変革する可
能性を秘めています。そして、こうした情報技術の革新
を促し、また、環境・資源・エネルギー問題をはじめと
する世界的な課題を解決するために不可欠なのは、何と
言ってもやはり素材・材料分野のイノベーションです。
　素材・材料分野の技術開発政策は、これまでも産業界
の皆様の全面的な協力を頂き、大学等とも連携して着実
に成果を挙げていますが、最近では、レアアースの使用
量を大幅に削減する技術を産官学が結集して総力を挙げ
て開発し、極めて短期間にその成果を出した成功経験は
未だ記憶に新しいところです。改めて日本の材料開発の
底力を実感することができました。そして、平成 25 年
から開始した「革新的新構造材料等技術開発」は、種々
の金属材料や CFRP の比強度や接合等での革新を目指す、

久々のバルク材料分野の大型開発プロジェクトです。更
に、SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）にお
いても軽量・耐熱の構造材料の革新を目指すプロジェク
トも立ち上げ、日本が競争力を持つ構造材料技術分野の
飛躍を、政策的に強力に進めています。両プロジェクト
には、JRCM の会員企業をはじめ多数の関係の方々に参
画頂いており、御尽力に感謝と敬意を表します。
　材料分野のみならず、あらゆる分野のイノベーション
が日本の成長の源泉であることは論を待ちませんが、実
際のイノベーションには、基礎研究から製品化まで多数
の関係者が関わる長いプロセスを要します。しかし近年
はビジネスの国際競争が激しく、時間が勝負の時代とな
る中で、コア技術は企業内で開発しつつも、製品全体を
構成するために要する多くの技術や知識を外部から調達
するオープン・イノベーションの取組が世界的な潮流と
なっています。日本においても、優れた技術シーズの研
究開発において、大学やベンチャー企業の役割を高める
とともに、その技術シーズを企業が事業化するためのリ
スクを乗り越える、いわゆる基礎と実用化の「橋渡し」
機能を強化する必要があります。このため、この 1 年間、
産総研等公的研究機関の橋渡し機能強化と企業のオープ
ン・イノベーション推進支援のために様々な政策を講じ
てきました。研究開発税制で、オープン・イノベーショ
ン型の控除率を大幅に引き上げたり、オープン・イノベー
ション協議会の創設、研究開発型ベンチャー支援事業の
創設、NEDO のプロジェクトマネジメントの DARPA 方
式への転換、産総研の橋渡し機能強化のための大学や企
業とのクロスアポイント制度の導入や企業からの受託研
究規模を 3 倍とする目標設定をしたりしてきました ( 図
１)。
　今後は、こうした取組を繋げてシステム化し、優れた
技術シーズを橋渡しされた企業が世界市場で得た収益
を研究開発資金に還元し、更なる事業化を図る循環シス
テムを構築していくことが必要です（図２）。このため、
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　我が国では、1997 年に文部科学省、経済産業省、厚
生労働省が共同でインターンシップの考え方をまとめ、
国のインターンシップ推進施策もあって、インターン
シップが政策的にも脚光を浴びた時代があった。しかし
ながら、次第にインターンシップについては、社会に定
着した等の理由により、推進施策も縮小され、大学側の
努力によるインターンシップが継続されてきた。
　このような中、昨年 4 月に３省合意の考え方が改正さ
れたこともあり、インターンシップの意義が見直されて
いる。
　産学金連携センターでは健全なインターンシップを社
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会に定着させる目的で、インターンシップ情報を大学の
ご協力をいただいて収集し、その結果を広く社会に提供
する「インターンシップ・データブック」を 2004 年以
来数年間に発刊してきた。
　データを整理するに当たり、対象とするインターン
シップを次のとおりとした。第１は参加日数を 5 日以上
としたこと。第 2 は教育実習等資格取得のために従来か
ら行われている実習は除いたことである。我々の狙いは
職業観の確立等を政策的に望ましいとされたインターン
シップを普及することであったので、あまりに短いもの
は除いてきた。こうした定義に従ってインターンシップ

表　最近６年間の大学別インターンシップ参加者数推移

大学等に近接して産総研の研究センターを立地する拠点
（イノベーション・アリーナ）を各地に形成していきます。
既に先行事例として構築した、ナノテク分野の拠点であ
る TIA-nano では , 今後対象分野を拡大していきます。ま
た今年度からは、ノーベル賞を受賞された天野教授を中
心にする名古屋大学と産総研が連携し、同大学内に産総
研の研究センターを設置して窒化ガリウムの研究拠点と
します。産総研内には、新たに「人工知能研究センター」
を創設しました。世界の注目を集める人工知能分野で、
基礎・応用双方の研究開発を行う国内最先端の集中研究
拠点としていきます。
　一方、最近では、新製品をグローバル市場に投入する際、

最先端の技術的性能を持つだけでなく、知財戦略や国際
標準化戦略、市場投入のタイミングを含めた緻密なマー
ケティング戦略が必須であることが明らかとなっていま
す。勿論、素材・材料の場合は、闇雲に特許を取得した
り国際標準を図ったりするのではなく、オープン・イノ
ベーションと合わせて総合的な技術戦略を考えることが
求められています。このため、「新市場創造型標準化制度」
の創設や、標準化官民戦略会議の立ち上げも行いました。
NEDO には、技術戦略センターを創設しました。皆様の
御協力も頂き、「世界で最もイノベーションを起こし易い
国」を目指してまいります。21 世紀も、材料王国日本で
あり続けますよう、引き続き宜しくお願い申し上げます。



3

の実績データを取得してきた。
　インターンシップに関わって感じることは、学生（イ
ンターンシップを通じて志望企業とコネをつけたい）、企
業（優秀な学生を他社より先に確保したい）、大学（イン
ターンシップ受け入れ先企業を多く確保したい）の３者
の思惑が異なり、各論先行の現実が広がっていることで
ある。大学生の就職活動期間が短縮されたこともあり、
学生の囲い込みにインターンシップを行っているという
ような話も伺う。
　学生時代での就業体験を通して、職業観を身に着ける、
勉学に対するモチベーションを高めるという本来のイン
ターンシップを推進するためにはなお一層の関係者の協
力が欠かせない。
　前述のデータブック自身は出版に係る経済的な問題も
あり、その後も継続することが困難に立ち至ったが、イ
ンターンシップデータの存在が朝日新聞に知られ、その
データを基にインターンシップ・ランキングが同社発行
の「大学ランキング」誌に掲載されることとなった。
　インターンシップデータの収集は当センターの事業と
して 2004 年以来 10 年間継続している（次頁グラフ参
照）。これだけの継続性のある非営利法人によるインター
ンシップデータは他にはなく、今後とも継続していく所
存である。　　
　調査を行っていて残念に感じることは、データを提供
する大学が年により変わってしまうことである。インター
ンシップを継続していることが推定され、そうした大学
のデータは極力掲載したいと思っても、データが集まら
ないとその大学の数値を集計することができない。デー
タの収集、集計は大学の協力なくしてはできないことで
あり、是非継続的なご協力を大学側にお願いしたい。
　さて、これまでの調査結果から参加学生の推移をみる
と、年によって若干の違いはあるが、過去からの伝統校
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がそれなりの地位を確保して現在に至っている。下表に
示すように過去 6 年間に連続してランキングに掲載さ
れている日本大、早稲田大、近畿大、中央大、龍谷大の
合計数をみると、2009 年の 4,586 名から 2014 年には
7,589 名へと 1.65 倍に増加していることが理解される。
参加学生数も上位 20 大学の合計値でみると 2009 年の
10,516 名から 2014 年には 17,191 と 1.7 倍に増加して
いる。
　この数字を多いと見るか少ないと見るか評価は分かれ
るが、我が国でのインターンシップを推進させるために
も、本ランキングが与えるインパクトは大きいと考えて
いる。まさに継続は力なりで、今後とも関係者のご努力
を切にお願いしたい。
　筆者自身、学生時代に工学部に身を置いたこともあり、
実習（工場及び研究所）を通じて得た体験は自分の学生
時代における大きな財産と感じている。現在の学生にも
インターンシップ体験を通じて、職業観を身に着け、勉
学にいそしむとともに適正な職業選択に生かしていただ
きたい。
　折角就職したものの、職務内容が期待していたものと
合致せず、数年を経ずして転職せざるを得ない事例が続
いていると聞く。こうした事例は本人にとって不幸であ
るばかりでなく、企業や社会にとっても大きな損失であ
る。グローバルな競争がますます激化していく世界で企
業はこれまで以上に人材確保育成に努力していかなけれ
ばならない。学生と企業のミスマッチによる機会損失は
社会全体としても最小化しなくてはならない。こうした
社会環境の中、インターンシップの重要性は益々高まっ
ている。
　初心を忘れないインターンシップのより一層の社会へ
の定着を図るため、今後ともインターンシップ・ランキ
ング情報が大きな役割を図ることを願ってやまない。

表　最近６年間の大学別インターンシップ参加者数推移（続き）
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